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福一復旧作業における熱中症予防対策のための確認チェックリスト [解説編]　V３.0

本解説編は、確認チェックリストをもとに対応を行う際の参考にしてください。
Ⅰ．熱中症予防のための作業環境について
1．暑さ指数（WBGT）を毎日測定、または予報を確認しすべての作業員に周知します。

熱中症予防のためには、客観的にどの程度の暑熱環境であるか知ることが重要です。暑さ指数（WBGT：気温に、湿度・気流・輻射熱の影響を加味した指数）で発症するリスクが想定可能です。前日のうちに環境省熱中症予防情報サイト（http://www.nies.go.jp/health/HeatStroke/index.html）等で熱中症リスクの予報を確認します。WBGTは免震棟内にも電光掲示されています。WBGTの情報を日々、継続的に収集し予防に利用します。
2．水分や塩分の摂取、クールベスト着用のルールを定め、ルールを順守しやすい環境を整備します。
１Ｆではクールベストに加えて水分や塩分も熱中症対策保護具とみなされます。これらの着用ルールを作るのみならず、設置場所や配備量など、そのルールが遵守されやすい環境を整備します。
Ⅱ．日頃の作業員の健康管理

3．作業前のミーティングなどで、上司が作業員の体調（睡眠不足、体調不良、朝食の摂取状況など）を確認します。
熱中症を予防するためには、上司が日々の健康状態を作業開始前に確認することが重要になります。体調が悪い人は躊躇せず休ませたり医師の診察を受けさせたりすることで熱中症のリスクを格段に下げることができます。確認したい項目としては以下の通りです：睡眠不足、体調不良、二日酔い、発熱、下痢、朝食の未摂取。　別添1に体調チェックシートの見本を示します。　
4．糖尿病、高血圧、心臓病、腎臓病等の持病（既往歴）がある人は産業医・主治医等に就業が可能かどうか確認します。
持病や治療薬には、熱中症をおこしやすくなるものがあります。特に糖尿病、高血圧、心臓病、腎臓病の持病がある労働者は医師(産業医や主治医)には、暑熱環境のもとで働いてもいいか、確認（就業判定・職務適正判定）を行うことが重要です。

5．作業者同士でペアを組んで、相互に体調の観察や確認をします。
上長へのホウレンソウのみならず、作業者同士の体調観察・支援体制を構築します。特に新人は作業に慣れてない上に、体調が悪いことを言い出しにくく重症の熱中症をおこしがちです。同じ作業に従事するベテランとペアを組んで様子を確認できるようにするとよいでしょう。このような体制をバディシステムと呼び、作業に危険を伴う多くの職場で導入されています。
Ⅲ．熱中症予防のための作業方法について
6．熱中症のリスクが高い時期は、作業時間を厳密に管理します。

熱中症のリスクはWBGTと作業時間の両方が関係します。WBGTが高い時期は作業時間を減らすことが熱中症発生のリスクを低減することにつながります。WBGTに応じて、作業禁止時間の設定、連続作業時間の制限などの作業時間管理を行うことが重要です。

福島第一原発構内では7月～9月中旬までは酷暑時間帯（午後2時～午後5時）は作業禁止という取り組みを実施してきており最重症の熱中症は起こっていません。
7．毎日の作業場所に応じて休憩場所を確保し、作業と作業の間はしっかり休憩するよう指導します。
作業の合間に休憩できる場所を確保することは極めて重要かつ有効な熱中症対策です。予防のためにはしっかりと空調を効かせることが重要です。また昨年までの経験からはトイレ設備の確保の重要と判明しています。トイレが遠いと水分摂取を控えてしまう作業者がでてきてしまいます。またタバコを吸えないということでせっかく準備した休憩室が使われない場合もあります。企業やその日の作業現場ごとに状況は異なりますので作業者の意見を聞いて実状に合わせて休憩場所を積極的に活用します。作業場近くに日よけのタープを設置することも有効な予防対策です。
８．水分や塩分の摂取のルールを定め、規定通りに摂取していることを確認します。

確実に水分や塩分を摂取させるためのルール作りを行います。水分摂取には体の成分に近い経口補水液やスポーツドリンクを利用することでトイレに行きにくくなるという効果が得られます。その際、ルールには具体性を持たせるよう商品名と摂取量を定めるといいでしょう（例：①作業直前にA社の熱中症予防飲料を250ｍL飲む、②作業後に同飲料を500ｍL飲む）。
9．クールベストの着用ルールを定めます
体を直接冷やす衣服（クールベスト）には、①冷却材をベストの中に入れるタイプ、②ベストと一体化して長時間低温を保つタイプ、などがあります。それぞれコストと効果が違いますので作業時間によって使い分けるなど、有効な利用を検討してください。
10．新規作業者や1週間以上職場を離れたものに対し暑熱順化に関するルールを定めます。
熱中症のリスクは、まだ暑さに体が慣れていない時期（新たに作業に入った時期や涼しい日の後の酷暑日）に高まります。暑さになれるように①軽い作業をから始める、②連続作業時間を当初は短く設定するなどの対策を立てるといいでしょう。特に作業開始後の最初の1週間をいかに無理なく乗り切るかが重要です。また、作業を離れて4日たつと暑熱順化は急速に失われます一定期間作業を離れたものが戻ってくる場合にも注意が必要です。
Ⅳ．労働者への教育について
11． 熱中症の症状について作業者に周知します。

熱中症は倒れる直前まで症状がわかりにくいという特徴があります。よって、作業員自らが熱中症であるかもしれないとわかるような教育（症状に関する教育）を実施します。教育資料に関しては環境省や厚生労働省が配布するパンフレットや産業医科大学が提供しているパワーポイント（東電イントラネット及び産業医実務研修センターHPで公開）が利用できます。
12． 熱中症の予防教育を行います。

作業員の意識は作業を完遂させることに大きく注がれており、教育を繰り返し行っても簡単には作業員は予防行動にまで注意が及びません。職場や休憩室、宿舎内などに熱中症啓発のポスターを多く掲示することによって、注意喚起につながり、作業員自身が熱中症のリスクにさらされていることをより認知してもらうことができるでしょう。ポスターは厚労省等のＨＰで入手できます。
13．体調の悪い労働者がいる場合、ためらわずに救急医療室を受診させるよう定期的に教育し、具合が悪いことを労働者が言い出しやすい雰囲気を作ります。
熱中症は倒れる直前まで症状が出にくいことが特徴です。作業中または作業の前後で体調が悪いことを自覚した場合にはためらわず救急医療室を受診することが何より重要です。症状が軽いうちであれば点滴処置等は不要で経口補水液で充分に回復します。救急室を受診するとその後の報告等が大変だと思い、受診を躊躇する作業者や上司がいることも確認されていますが、実際は軽症であれば報告負担はありません。重症化する前に受診する・させることが何より重要です。
14．熱中症になった作業員の搬送方法を発生場所ごとに確認しておきます。
立ち入り制限区域では熱中症が発生した際には搬送に一定の時間がかかります。患者発生時の初期連絡先（社内・消防）、医療機関への搬送方法及び付き添い者の選定等の一連の手順を定めておきます。
Ⅴ．担当者の確認
15．熱中症対策責任者を定めるとともに、発生時に対応する担当者や専門職(産業医、産業看護職、衛生管理者など)をあらかじめ定めておきます。
適切な健康管理を行うためには、健康管理を担当する担当者や部署を明確にして、内外の関係者に周知する必要があります。担当者は、衛生管理者や安全衛生推進者が兼任するといいでしょう。
特殊な作業を安全にすすめていくために、担当者は自社のみならず他の関連企業の担当者と連携を図りながら熱中症の予防に努めることになります。
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